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  （百万円未満切捨て）

１．平成29年１月期の運用、資産の状況（平成28年３月４日～平成29年１月31日） 

(1）運用状況 （％表示は対前期増減率）
 
  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
29年１月期 2,383 － 1,307 － 1,111 － 1,110 － 

 

 
１口当たり 
当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

営 業 収 益 
経常利益率 

  円 ％ ％ ％ 
29年１月期 9,017 1.9 1.5 46.6 

（注１）本投資法人における平成29年１月期の計算期間は平成28年３月４日から平成29年１月31日までの334日間です

が、実質的な資産運用期間は平成28年８月２日からの183日間です。 

（注２）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数による加重平均投資口数（123,102口）で除することにより算定し

ています。また、実際に運用を開始した日である平成28年８月２日時点を期首とみなして、日数による加重平

均投資口数（222,525口）により算出した１口当たり当期純利益は4,988円です。 

（注３）自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率については、実質的な資産運用期間の開始日である平成28年８月２

日と決算日時点の自己資本額、総資産額のそれぞれの平均値を用いています。 

（注４）営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率ですが、平成29年１月期は

第１期であるため該当事項はありません。 

 

(2）分配状況 

 
１口当たり分配金 
（利益超過分配金

は含まない） 

分配金総額 
（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり 
利益超過 
分配金 

利益超過 
分配金 
総額 

１口当たり分配金 
（利益超過分配金

を含む） 

分配金総額 
（利益超過分配金

を含む） 

配当 
性向 

純資産 
配当率 

  円 百万円 円 百万円 円 百万円 ％ ％ 
29年１月期 4,955 1,109 243 54 5,198 1,164 100.0 1.9 

（注１）配当性向は、新投資口の発行を行っていることから、次の算式により計算し、小数第２位を四捨五入して表示し

ています。 

配当性向＝分配金総額（利益超過分配金は含まない）÷当期純利益×100 

（注２）純資産配当率については、次の算式により算出しています。 

１口当たり分配金(利益超過分配金は含まない)/｛(期首１口当たり純資産＋期末１口当たり純資産)÷２｝×100 

（注３）利益超過分配総額は、全額、税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻しです。 

（注４）利益超過分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行ったことによる減少剰余金等割合は

0.001です。なお、減少剰余金等割合の計算は、法人税法施行令第23条第１項第４号に基づいて行っています。 

 
(3）財政状態  

 
  総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 

29年１月期 81,698 59,460 72.8 265,449 

 

(4)キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 
29年１月期 △745 △74,520 78,350 3,084 
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２．平成29年７月期の運用状況の予想（平成29年２月１日～平成29年７月31日） 

  （％表示は対前期増減率） 
 

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１口当たり分配金 
（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり 
利益超過分配金 

１口当たり分配金 
（利益超過分配金

を含む） 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 円 
29年７月期 2,531 6.2 1,131 △13.5 1,101 △0.9 1,100 △0.9 4,913 277 5,190 
 
（参考）１口当たり予想当期純利益（29年７月期）4,913円 

 

３.その他 

(1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更               ：無 

③ 会計上の見積りの変更                 ：無 

④ 修正再表示                           ：無 
 

 
(2）発行済投資口の総口数 

① 期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 29年１月期 224,000口 

② 期末自己投資口数               29年１月期 0口 

（注）１口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、24ページ「１口当たり情報に関する注

記」をご覧ください。 
 
 
※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

 

※ 運用状況の予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている運用状況の見通し等の将来に関する記述は、本投資法人が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま

す。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 

なお、上記予想数値に関する前提条件の詳細は、７ページ記載の「平成29年７月期（平成29年２月１日～平成29年７

月31日）及び平成30年１月期（平成29年８月１日～平成30年１月31日）における運用状況の予想の前提条件」をご参

照ください。 

 

以 上 
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１．投資法人の関係法人

有価証券届出書（平成28年７月１日提出。その後の訂正を含みます。）における「投資法人の仕組み」から重要な

変更がないため開示を省略します。なお、新投資口発行に係る募集事務が終了したため、新投資口引受契約は完了

しており、本書の日付現在の本投資法人の関係法人の概要は次のとおりです。 

 

 

 

 

（イ）資産運用委託契約 

（ロ）資産保管業務委託契約 

（ハ）投資主名簿等管理事務委託契約 

（ニ）一般事務（機関運営）委託契約 

（ホ）会計事務委託契約 

（ヘ）優先情報提供に関する契約 

（ト）商標使用許諾契約 

（チ）不動産等に関する調査業務委託契約 

（リ）商標使用許諾契約 

（ヌ）ロジスティクスマネジメント契約 

（ル）統括・調査業務委託契約 

（ヲ）プロパティ・マネジメントサポート業務委託契約 

 

２．運用方針及び運用状況

(1）運用方針 

有価証券届出書（平成28年７月１日提出。その後の訂正を含みます。）における「投資方針」、「投資対象」、

「分配方針」から重要な変更がないため開示を省略します。 

 

(2）運用状況 

（当期の概況） 

①投資法人の主な推移 

 三井不動産ロジスティクスパーク投資法人（以下、「本投資法人」といいます。）は、投資信託及び投資法人に関す

る法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）に基づき、三井不動産

ロジスティクスリートマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）を設立企画人として、平成28年

３月４日に出資金300百万円（600口）で設立され、平成28年３月25日に関東財務局への登録が完了しました（登録番号

関東財務局長第114号）。また、本投資法人は、平成28年６月15日を効力発生日として、投資口１口につき２口の割合

による投資口分割を行いました。 
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 その後、平成28年８月１日を払込期日として公募による新投資口の発行（212,800口）を実施し、平成28年８月２日

に株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市場（J-REIT市場）に上場し

ました（銘柄コード3471）。平成28年８月29日には第三者割当による新投資口の発行（10,000口）を実施しました。 

これらにより、当期末時点での発行済投資口の総口数は224,000口となっています。 

 

②運用環境と運用実績 

 わが国の景気は、新興国経済の減速の影響などから輸出・生産面に鈍さがみられ、また、個人消費は一部に弱めの動

きもみられるものの、雇用・所得環境の着実な改善を背景に底堅く推移するなど、景気は緩やかな回復を続ける状況と

なりました。物流市場については、物流業務を専門的に請け負う３PL事業の市場規模が拡大し、多機能で利便性の高い

物流施設を賃借したいという３PL事業者（注）のニーズが高まる傾向にあり、今後も先進的物流施設への需要が増加す

るものと考えられます。 

 このような状況下、本投資法人は、三井不動産株式会社（以下「三井不動産」といいます。）と物流施設事業におけ

る戦略的パートナーシップを組み持続的な成長を果たすことで投資主価値の最大化を目指すことを基本方針として、平

成28年８月２日、東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場しました。 

（注）「３PL事業者」とは、サードパーティー・ロジスティクス事業者（顧客企業からそのサプライチェーン管理機能の一部又は全部を請け

負う物流サービスを提供する事業者）をいいます。 

 

③資金調達の概要 

 本投資法人は、平成28年８月１日を払込期日とする公募増資により55,445百万円を、平成28年８月29日を払込期日と

する第三者割当増資により2,605百万円をそれぞれ調達し、当期末時点の出資総額は58,350百万円となりました。ま

た、当期においては、資産の取得にあわせた資金の借入れを行ったため、当期末の借入金残高は、20,000百万円となり

ました。資金の借入れに際しては、複数の借入れを組み合わせ、返済期日の分散化と調達先の多様化を図りました。 

 なお、当期末時点において本投資法人が取得している格付は以下のとおりです。 

 

信用格付業者 格付の内容 見通し 

株式会社日本格付研究所 

（ＪＣＲ） 
長期発行体格付：ＡＡ－ 安定的 

 

④業績及び分配の概要 

 上記運用の結果、当期の業績は営業収益2,383百万円、営業利益1,307百万円、経常利益1,111百万円、当期純利益

1,110百万円となりました。 

 当期の分配金については、本投資法人の規約に定める分配の方針に従い、投資法人の税制の特例（租税特別措置法第

67条の15）を適用し、当期未処分利益のうち発行済投資口の総口数224,000口の整数倍である1,109,920,000円を分配す

ることとし、投資口１口当たりの分配金は4,955円としました。 

 これに加え、本投資法人は、規約に定める分配の方針に従い、原則として毎期継続的に利益を超える金銭の分配を行

うこととしています（注１）。これに基づき、税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻しとしてFFO（注２）の

70％である1,164百万円から利益分配金額1,109百万円を控除した残額にほぼ相当する額である54百万円を分配すること

とし、投資１口当たりの利益超過分配金は243円としました。 

(注１)本投資法人は、継続的な利益超過分配に加えて、新投資口発行等の資金調達等により、１口当たり分配金の分配額が、一時的に一定程

度減少することが見込まれる場合には、１口当たり分配金の金額を平準化する目的で、一時的な利益超過分配を行うことがあります。 

但し、長期的な保有資産の維持管理を継続する観点から、上記の金銭の分配を実施した場合、当該営業期間の減価償却費相当額から当

該営業期間の利益超過分配の額を控除した金額が、建物等維持管理のための資金に関する基準額（注３）を下回る場合においては、分

配金額が利益分配相当の総額を下回らない限度において利益超過分配の額を減額するものとし、利益超過分配を実施しない場合もあり

ます。 

また、安定的な財務運営を継続する観点から、上記の金銭の分配を実施した場合に鑑定LTV（注４）が60％を超える場合においては、利

益超過分配を実施しないものとします。 

（注２）「FFO」とは、英文のFunds From Operation の頭文字をとった略称であり、当期純利益（但し、不動産売却損益等を除きます。）に

当該営業期間の賃貸物件に係る減価償却費を加算した値をいいます。 

（注３）「建物等維持管理のための資金に関する基準額」とは、建物状況調査報告書に記載された資本的支出相当額を12年で平均した金額の

６ヶ月相当額に２を乗じた金額をいいます。 

（注４）鑑定LTV（％）＝Ａ／Ｂ×100（％） 

Ａ＝当該決算日における有利子負債総額 

Ｂ＝当該決算日における貸借対照表上の総資産額－当該決算日における保有不動産の減価償却後の簿価の金額＋当該決算日における保

有不動産の鑑定評価額の合計額 
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（次期の見通し） 

①今後の運用方針 

 本投資法人は、三井不動産と物流施設事業における戦略的な協働関係を構築し、物流不動産を主な投資対象として

投資主価値の最大化を図ることを基本方針とし、次期以降も更なる収益基盤の安定化を目的とした資産規模の拡大に

加え、外部環境及び内部環境の変化にも対応することにより、投資主価値の最大化を目指すとともに、安定的かつ効

率的な財務運営を行います。 

 

（A）外部成長戦略 

三井不動産の物流施設事業の成長力及び豊富なパイプラインを活用した外部成長 

 本投資法人は、物流施設事業において高い成長力を有する三井不動産との間で締結された優先情報提供に関する契

約に基づく優先情報提供及び優先交渉権を活用したMFLP（三井不動産クオリティ（注１）を備えた先進的物流施設）

への重点投資により、継続的な成長を目指します。 

（注１）三井不動産の物流施設事業においては、三井不動産グループ（注２）が掲げる「共生・共存」及び「多様な価値観の連繁」の理念の

もと、オフィスビル事業及び商業施設事業等において培ってきた専門性が高くかつ先進的な管理・運営ノウハウ等に加えて、総合不

動産会社としての街づくりをはじめとする革新的な先行事例を通じて培ったノウハウ等を取り入れるとともに、物流施設に関わる

様々な主体（テナント、物流施設で働く従業員及び地域社会）の時代に応じて変化する多様なニーズを取り込み、物流施設の空間提

供にとどまらず、既存の枠にとらわれない価値づくりを目指した取組みを続けています。本投資法人は、このような取組みから実現

した物流施設のクオリティを「三井不動産クオリティ」と呼称しています。 

（注２）「三井不動産グループ」とは、三井不動産並びにその連結子会社及び持分法適用関連会社により構成される企業集団をいいます。以

下同じです。 

 

（B）内部成長戦略 

三井不動産グループのプラットフォーム（事業基盤）及び顧客ネットワークを活用した安定運用 

 本投資法人は、三井不動産グループが長年培ってきた総合不動産会社としてのプラットフォーム（事業基盤）及び

顧客ネットワークを有効活用することにより、安定的な運用を目指します。 

 

（C）財務戦略 

安定性と効率性を重視した財務運営及びキャッシュマネジメント 

 本投資法人は、新投資口の発行、借入等の資金調達に際しては、安定的な財務運営を行うとともに、分配金につい

ては、キャッシュフロー（FFO）に基づき継続的に利益を超える金銭の分配（出資の払戻し）を行うことを通じて、安

定的な分配金水準の確保及び効率的なキャッシュマネジメントを両立させることを目指します。 

 

②決算後に生じた重要な事実 

該当事項はありません。 

 

③運用状況の見通し 

平成29年７月期（平成29年２月１日～平成29年７月31日）における本投資法人の運用状況については、以下のとおり見

込んでいます。 

 

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１口当たり分配金 
（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり 
利益超過分配金 

１口当たり分配金 
（利益超過分配金

を含む） 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 円 
平成29年 
７月期 

（第２期） 
2,531 6.2 1,131 △13.5 1,101 △0.9 1,100 △0.9 4,913 277 5,190 

なお、この見通しの前提条件につきましては、下記記載の「平成29年７月期（平成29年２月１日～平成29年７月31日）及

び平成30年１月期（平成29年８月１日～平成30年１月31日）における運用状況の予想の前提条件」をご参照ください。 

（注）上記予想数値は一定の条件のもとに算出した現時点のものであり、今後の不動産等の取得又は売却、不動産市場等

の推移、本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利

益、１口当たり分配金及び１口当たり利益超過分配金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を

保証するものではありません。 

 

（参考） 

平成30年１月期（平成29年８月１日～平成30年１月31日）における本投資法人の運用状況については、以下のとおり見込

んでいます。 
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  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１口当たり分配金 
（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり 
利益超過分配金 

１口当たり分配金 
（利益超過分配金

を含む） 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 円 
平成30年 
１月期 

（第３期） 
2,520 △0.4 1,135 0.4 1,106 0.5 1,105 0.5 4,936 271 5,207 

なお、この見通しの前提条件については、下記記載の「平成29年７月期（平成29年２月１日～平成29年７月31日）及び平

成30年１月期（平成29年８月１日～平成30年１月31日）における運用状況の予想の前提条件」をご参照ください。 

（注）上記予想数値は一定の条件のもとに算出した現時点のものであり、今後の不動産等の取得又は売却、不動産市場等

の推移、本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利

益、１口当たり分配金及び１口当たり利益超過分配金は変動する可能性があります。また本予想は分配金の額を保

証するものではありません。 
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平成29年７月期（平成29年２月１日～平成29年７月31日）及び平成30年１月期（平成29年８月１日～平成30年１月31日）

における運用状況の予想の前提条件 
 

項目 前提条件 

計算期間 
・平成29年７月期（第２期）：平成29年２月１日～平成29年７月31日（181日）

・平成30年１月期（第３期）：平成29年８月１日～平成30年１月31日（184日）

運用資産 

・本投資法人が平成29年１月31日現在保有している不動産信託受益権（合計９物件）（以

下「現保有資産」といいます。）を平成30年１月期末まで保有し続けること及び現保有

資産以外に新規物件の取得が行われないことを前提としています。

・実際には現保有資産以外の新規物件取得又は現保有資産の処分等により変動する可能性

があります。

営業収益 

・賃貸事業収益については、本書の日付現在効力を有する現保有資産の締結済みの賃貸借

契約、テナントの動向、市場動向等を勘案して算出しています。

・不動産等売却損益の発生がないことを前提としています。

営業費用 

・主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外の費用については、過去の

実績値を基準として、締結済みの賃貸借契約に基づき想定されるリーシングコスト等、

費用の変動要素を考慮して算出しています。 

・減価償却費については、定額法により算出しており、平成29年７月期に560百万円、平成

30年１月期に560百万円を想定しています。 

・賃貸事業費用（減価償却費を含みます。）控除後の賃貸事業利益（不動産等売却益を除

きます。）は、平成29年７月期に1,454百万円、平成30年１月期に1,464百万円を想定し

ています。 

・現保有資産の固定資産税及び都市計画税等は、平成29年７月期に249百万円、平成30年1

月期に249百万円を想定しています。 

・建物の修繕費は、平成29年７月期に39百万円、平成30年１月期に9百万円を想定していま

す。但し、予想し難い要因により修繕費が増額又は追加で発生する可能性があることか

ら、予想金額と大きく異なる結果となる可能性があります。 

営業外費用 
・支払利息その他融資関連費用として平成29年７月期に30百万円、平成30年１月期に29百

万円を想定しています。 

有利子負債 

・有利子負債総額は、平成29年７月期末に17,000百万円、平成30年１月期末に17,000百万

円を前提としています。 

・平成29年７月期中に、平成29年１月期に対応する消費税の還付がなされる予定であるこ

とから、当該還付金等を原資として、平成29年７月期中に借入金3,000百万円を返済する

ことを前提としております。 

・LTVについては、平成29年７月期末に21.8％、平成30年１月期末に21.8％を見込んでいま

す。また、LTVの算出にあたっては、次の算式を使用しています。 

LTV＝有利子負債総額÷総資産額×100 

投資口 

・本書の日付現在の発行済投資口の総口数224,000口を前提とし、平成30年１月期末まで新

投資口の発行等による投資口数の変動がないことを前提としています。 

・１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）及び１口当たり利益超過分配金は、平

成29年７月期及び平成30年１月期の予想期末発行済投資口の総口数224,000口により算出

しています。 
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項目 前提条件 

１口当たり分配金（利益超

過分配金を含まない） 

・１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める金銭の

分配の方針に従い、利益の全額を分配することを前提として算出しています。 

・但し、運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸事業収入の変動又は予期せぬ修繕

の発生等を含む種々の要因により、１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は

変動する可能性があります。 

１口当たり利益超過分配金 

・１口当たり利益超過分配金は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針及び運用ガ

イドラインに従い算出しています。利益超過分配金総額は、平成29年７月期に62百万

円、平成30年１月期に60百万円を想定しています。 

・本投資法人は、不動産売却損益等を除いた、運用資産の賃貸等の運用によって生じるキ

ャッシュフローに重点をおいて、長期的な保有資産の維持管理及び財務の安定性が確保

される範囲内で、当面の間、FFOの75％を上限として、FFOの70％を目途に利益超過分配

を含めた分配可能金額を算定し、そのうち利益分配の額を超過した金額を基に、総合的

に判断を行った上で決定した金額を利益超過分配として継続的に分配（以下「継続的な

利益超過分配」といいます。）する方針です。但し、経済環境、不動産市場及び賃貸市

場等の動向、保有資産の状況並びに本投資法人における当該営業期間の減価償却費に占

める利益超過分配の割合（注１）、LTVの水準及び余剰現預金の状況等を勘案し、継続的

な利益超過分配を行わない場合があります。 

・さらに、継続的な利益超過分配に加えて、新投資口発行等の資金調達等により、１口当

たり分配金（利益超過分配金を含む）の分配額が、一時的に一定程度減少することが見

込まれる場合には、１口当たり分配金（利益超過分配金を含む）の金額を平準化する目

的で、一時的な利益超過分配を行うことがあります。 

・但し、長期的な保有資産の維持管理を継続する観点から、上記の金銭の分配を実施した

場合、当該営業期間の減価償却費相当額から当該営業期間の利益超過分配の額を控除し

た金額が、建物等維持管理のための資金に関する基準額（注２）を下回る場合において

は、分配金額が利益分配相当の総額を下回らない限度において利益超過分配の額を減額

するものとし、利益超過分配を実施しない場合もあります。 

・また、安定的な財務運営を継続する観点から、上記の金銭の分配を実施した場合に鑑定

LTV（注３）が60％を超える場合においては、利益超過分配を実施しないものとします。 

（注１）当該割合の上限は、当該営業期間の減価償却費の60％に相当する金額とします。 

（注２）「建物等維持管理のための資金に関する基準額」とは、建物状況調査報告書に記

載された資本的支出相当額を12年で平均した金額の６ヶ月相当額に２を乗じた金

額をいいます。 

（注３）鑑定LTV（％）＝Ａ／Ｂ×100（％） 

Ａ＝当該決算日における有利子負債総額 

Ｂ＝当該決算日における貸借対照表上の総資産額－当該決算日における保有不動

産の減価償却後の簿価の金額＋当該決算日における保有不動産の鑑定評価額の合

計額 

その他 

・法令、税制、会計基準、東京証券取引所の定める上場規則、一般社団法人投資信託協会

の定める規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われないことを前提

としています。 

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提としてい

ます。 
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３．財務諸表

（１）貸借対照表

  （単位：千円） 

 
当期 

(平成29年１月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 1,066,015 

信託現金及び信託預金 2,018,416 

営業未収入金 35,811 

前払費用 7,511 

繰延税金資産 27 

未収消費税等 3,076,364 

その他 317 

流動資産合計 6,204,464 

固定資産  

有形固定資産  

信託建物 37,104,731 

減価償却累計額 △447,256 

信託建物（純額） 36,657,474 

信託構築物 1,159,158 

減価償却累計額 △46,384 

信託構築物（純額） 1,112,773 

信託機械及び装置 1,813,671 

減価償却累計額 △59,840 

信託機械及び装置（純額） 1,753,831 

信託工具、器具及び備品 640 

減価償却累計額 △7 

信託工具、器具及び備品（純額） 632 

信託土地 35,948,155 

有形固定資産合計 75,472,868 

無形固定資産  

ソフトウエア 10,476 

無形固定資産合計 10,476 

投資その他の資産  

差入敷金及び保証金 10,000 

その他 1,050 

投資その他の資産合計 11,050 

固定資産合計 75,494,395 

資産合計 81,698,860 
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  （単位：千円） 

  当期 
(平成29年１月31日) 

負債の部  

流動負債  

営業未払金 131,461 

短期借入金 3,000,000 

未払金 262,266 

未払費用 133 

未払法人税等 1,584 

前受金 400,972 

その他 82 

流動負債合計 3,796,501 

固定負債  

長期借入金 17,000,000 

信託預り敷金及び保証金 1,441,755 

固定負債合計 18,441,755 

負債合計 22,238,257 

純資産の部  

投資主資本  

出資総額 58,350,540 

剰余金  

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,110,063 

剰余金合計 1,110,063 

投資主資本合計 59,460,603 

純資産合計 ※２ 59,460,603 

負債純資産合計 81,698,860 
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（２）損益計算書

  （単位：千円） 

 
当期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

営業収益  

賃貸事業収入 ※１ 2,308,592 

その他賃貸事業収入 ※１ 74,627 

営業収益合計 2,383,220 

営業費用  

賃貸事業費用 ※１ 801,073 

資産運用報酬 219,777 

資産保管手数料 4,979 

一般事務委託手数料 8,958 

役員報酬 9,900 

会計監査人報酬 3,000 

その他営業費用 27,668 

営業費用合計 1,075,359 

営業利益 1,307,860 

営業外収益  

受取利息 6 

その他 0 

営業外収益合計 6 

営業外費用  

支払利息 24,015 

創立費 56,348 

投資口交付費 47,583 

投資口公開関連費用 56,331 

その他 11,967 

営業外費用合計 196,246 

経常利益 1,111,620 

税引前当期純利益 1,111,620 

法人税、住民税及び事業税 1,585 

法人税等調整額 △27 

法人税等合計 1,557 

当期純利益 1,110,063 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,110,063 
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（３）投資主資本等変動計算書

当期（自 平成28年３月４日 至 平成29年１月31日）

        （単位：千円） 

  投資主資本 

純資産合計 
 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 
 

当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△） 

剰余金合計 

当期首残高 － － － － － 

当期変動額          

新投資口の発行 58,350,540     58,350,540 58,350,540 

当期純利益   1,110,063 1,110,063 1,110,063 1,110,063 

当期変動額合計 58,350,540 1,110,063 1,110,063 59,460,603 59,460,603 

当期末残高 ※１ 58,350,540 1,110,063 1,110,063 59,460,603 59,460,603 
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（４）金銭の分配に係る計算書

（単位：円）

 
当期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

Ⅰ 当期未処分利益 1,110,063,072 

Ⅱ 利益超過分配金加算額  

出資総額控除額 54,432,000 

Ⅲ 分配金の額 1,164,352,000 

（投資口１口当たり分配金の額） （5,198） 

うち利益分配金額 1,109,920,000 

（うち１口当たり利益分配額） （4,955） 

うち利益超過分配額 54,432,000 

（うち１口当たり利益超過分配額） （243） 

Ⅳ 次期繰越利益 143,072 

 

分配金の額の算出方法 

 本投資法人の規約第35条第１項に定める金銭の分配の方

針に基づき、分配金額は、租税特別措置法第67条の15に規

定されている本投資法人の配当可能利益の金額の100分の90

に相当する金額を超えるものとします。

 かかる方針をふまえ、当期未処分利益を超えない額で、

かつ期末発行済投資口の総口数の整数倍の最大値となる

1,109,920,000円を、利益分配金として分配することとしま

した。

 なお、本投資法人は、本投資法人の規約第35条第２項に

定める金銭の分配の方針に基づき、毎期継続的に利益を超

える金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資

の払戻し）を行います。

 かかる方針をふまえ、FFOの70％である1,164,485,764円

から利益分配金額1,109,920,000円を控除した残額にほぼ相

当する額として算定される54,432,000円を、利益を超える

金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払

戻し）として分配することとしました。

（注）本投資法人は、経済環境、不動産市場及び賃貸市場等の動向、保有資産の状況並びに財務の状況等により本投資法

人が適切と判断する場合、投信協会の諸規則に定める額を上限として、本投資法人が決定する額を、分配可能金額を超え

て金銭の分配をすることができます。

また、金銭の分配金額が法令に定める投資法人に係る課税の特例規定における要件を満たさない場合には、当該要件を満

たす目的をもって本投資法人が決定した金額により、分配可能金額を超えて金銭の分配をすることができます。
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（５）キャッシュ・フロー計算書

  （単位：千円） 

 
当期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純利益 1,111,620 

減価償却費 554,211 

受取利息 △6 

支払利息 24,015 

営業未収入金の増減額（△は増加） △35,811 

前払費用の増減額（△は増加） △7,511 

未収消費税等の増減額（△は増加） △3,076,364 

営業未払金の増減額（△は減少） 44,883 

未払金の増減額（△は減少） 262,266 

前受金の増減額（△は減少） 400,972 

その他 △234 

小計 △721,959 

利息の受取額 6 

利息の支払額 △23,881 

法人税等の支払額 0 

営業活動によるキャッシュ・フロー △745,835 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

信託有形固定資産の取得による支出 △75,939,779 

無形固定資産の取得による支出 △11,200 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △11,743 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 1,453,499 

敷金及び保証金の差入による支出 △10,000 

その他 △1,050 

投資活動によるキャッシュ・フロー △74,520,273 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 13,200,000 

短期借入金の返済による支出 △10,200,000 

長期借入れによる収入 17,000,000 

投資口の発行による収入 58,350,540 

財務活動によるキャッシュ・フロー 78,350,540 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,084,431 

現金及び現金同等物の期首残高 - 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,084,431 
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（６）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。 

 

 

 

（７）重要な会計方針に係る事項に関する注記

 

１．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（信託財産を含みます。） 

定額法を採用しています。なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以

下のとおりです。 

建物 ２～59年 

構築物 ９～14年 

機械及び装置 14～16年 

工具、器具及び備品 ８～15年 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しています。 

２．繰延資産の処理方法 （１）創立費 

発生時に全額費用処理しています。 

（２）投資口交付費 

発生時に全額費用処理しています。 

３．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権に係る固定資産

税、都市計画税及び償却資産税等については、賦課決定された税額のうち当

該計算期間に対応する額を賃貸事業費用として費用処理する方法を採用して

います。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、本投

資法人が負担した初年度の固定資産税等相当額については、費用に計上せず

当該不動産等の取得原価に算入しています。当期において、不動産等の取得

原価に算入した固定資産税等相当額は190,271千円です。 

４．キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）の

範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金及び信託現金、随時引出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。 

５．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法 

 保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信託財産

内の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費

用勘定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上して

います。 

 なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科

目については、貸借対照表において区分掲記しています。 

①信託現金及び信託預金 

②信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び

備品、信託土地 

③信託預り敷金及び保証金 

（２）消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 
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（８）財務諸表に関する注記事項

［貸借対照表に関する注記］ 

１コミットメントライン契約 

本投資法人は、取引銀行の２行とコミットメントライン契約を締結しています。 

  （単位:千円） 
 

 
当 期 

（平成29年１月31日） 

コミットメントライン契約の総額 

借入実行残高 

6,000,000 

－ 

借入未実行残高 6,000,000 

 

※２ 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額 

  （単位:千円） 
 

 
当 期 

（平成29年１月31日） 

  50,000 

 

［損益計算書に関する注記］ 

※１ 不動産賃貸事業損益の内訳 

  （単位:千円） 
 

 

当期 
自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

 

A．不動産賃貸事業収益    

 賃貸事業収入    

  賃料収入 2,221,941  

  共益費収入 86,650 2,308,592 

 その他賃貸事業収入    

  水道光熱費収入 56,616  

  駐車場収入 8,543  

  その他賃貸収入 9,467 74,627 

  不動産賃貸事業収益合計   2,383,220 

B．不動産賃貸事業費用    

 賃貸事業費用    

  外注委託費 144,243  

  水道光熱費 56,616  

  修繕費 36,308  

  減価償却費 553,488  

  その他賃貸事業費用 10,417  

  不動産賃貸事業費用合計   801,073 

C．不動産賃貸事業損益 （A－B）   1,582,146 
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［投資主資本等変動計算書に関する注記］ 

※１ 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 

 
当期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

発行可能投資口総口数 8,000,000口 

発行済投資口の総口数 224,000口 

 

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］ 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  （単位:千円） 
 

 
当期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

現金及び預金 1,066,015 

信託現金及び信託預金 2,018,416 

現金及び現金同等物 3,084,431 

 

［リース取引に関する注記］ 

オペレーティング・リース取引（貸主側） 

未経過リース料 

  （単位:千円） 
 

 
当期 

平成29年１月31日 

１年以内 4,365,595 

１年超 13,458,267 

合計 17,823,863 
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［金融商品に関する注記］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人は、資産の取得または債務の返済等に当っては、投資口の発行、借入れ又は投資法人債の発

行等による資金調達を行います。 

 余資運用については、有価証券及び金銭債権を投資対象としていますが、安全性を考慮して、原則とし

て預金にて運用を行います。 

 デリバティブ取引については、金利変動等のリスクを回避するために限定して利用することがあります

が、投機的な取引は行いません。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 預金は、本投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されてい

ますが、預入期間を短期に限定し、信用格付の高い預入先金融機関と取引することで、信用リスクを限定

しています。 

 借入金は、主に不動産等の取得又は既存の借入れのリファイナンス等を目的としたものであり、返済時

に流動性リスクに晒されていますが、資金調達手段の多様化、返済期限や借入先の分散化、コミットメン

トラインの設定、手許流動性の確保によって流動性リスクの軽減を図るとともに、月次で資金繰計画を作

成するなどの方法に流動性リスクを管理しています。 

 また、借入金のうち変動金利によるものは、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、総資産有利子

負債比率を低位に保ち、長期固定金利比率を高位に保つことで、市場金利の上昇が本投資法人の運営に与

える影響を限定的にしています。 

 敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、テナント退去による流動性リスクに晒されています

が、月次で資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理しています。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては変動要因も織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することになります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成29年１月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含めていません。（注２） 

（単位：千円） 
 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金及び預金 1,066,015 1,066,015 ― 

（２）信託現金及び信託預金 2,018,416 2,018,416 ― 

資産計 3,084,431 3,084,431 ― 

（３）短期借入金 3,000,000 3,000,000 ― 

（４）長期借入金 17,000,000 16,724,027 △275,972 

負債計 20,000,000 19,724,027 △275,972 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（３）短期借入金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

（４）長期借入金 

元利金の合計額を新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しています。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  （単位：千円） 
 

区分 
当期 

（平成29年１月31日） 

信託預り敷金及び保証金 1,441,755 

テナントから預託されている信託預り敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても中途解約や更

新・再契約の可能性があり、実質的な預託期間を算定することができないことから、合理的な将来キャッシュ・フローを見積もること

が困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。 
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（注３）金銭債権の決算日（平成29年１月31日）後の償還予定額 

  （単位：千円） 
 

  １年以内 

現金及び預金 1,066,015 

信託現金及び信託預金 2,018,416 

 

（注４）借入金の決算日（平成29年１月31日）後の返済予定額 

（単位：千円） 
 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 
５年超 

短期借入金 3,000,000 ― ― ― ― ― 

長期借入金 ― ― ― ― ― 17,000,000 
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［有価証券に関する注記］ 

当期（平成29年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

［デリバティブ取引に関する注記］ 

当期（平成29年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

［退職給付に関する注記］ 

当期（平成29年１月31日） 

該当事項はありません。 

 

［税効果会計に関する注記］ 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

  （単位:千円） 
 

 
当期 

平成29年１月31日 

繰延税金資産  

未払事業税損金不算入額 27 

繰延税金資産合計 27 

繰延税金資産の純額 27 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  （単位:％） 
 

 
当期 

平成29年１月31日 

法定実効税率 32.31 

（調整）  

支払分配金の損金算入額 △32.26 

その他 0.09 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.14 

 

 

［持分法損益等に関する注記］ 

当期（平成29年１月31日） 

該当事項はありません。 
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［関連当事者との取引に関する注記］ 

１．親会社及び法人主要投資主等 

当期（自 平成28年３月４日  至 平成29年１月31日） 

 

属性 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

法人主要

投資主 

三井不動

産株式会

社 

東京都 

中央区 
339,766 不動産業 12.90％ 

ロジステ

ィクスマ

ネジメン

ト業務の

委託 

ロジステ

ィクスマ

ネジメン

ト報酬 

55,762 

営業未

払金 
14,856 

その他賃

貸事業費

用等 

993 

賃貸収入

等 
80,689 

営業未

収入金 
26,252 

不動産の

購入 
32,089,499 ― ― 

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

（注２）取引条件の決定方法等：市場の実勢に基づいて決定しています。 

 

２．関連会社等 

当期（自 平成28年３月４日  至 平成29年１月31日） 

該当事項はありません。 

 

３．兄弟会社等 

当期（自 平成28年３月４日  至 平成29年１月31日） 

 

属性 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ロジス

ティクス

リートマ

ネジメン

ト株式会

社 

東京都 

中央区 
200 

投資 

運用業 
― 

資産運用

業務の 

委託 

設立企画

人報酬の

支払 

50,000 ― ― 

資産運用

報酬 

（注２） 

（注３） 

408,552 未払金 237,360 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ビルマ

ネジメン

ト株式会

社 

東京都 

中央区 
490 

不動産 

管理業 
― 

建物管理

業務の 

委託 

建物管理

委託報酬 
325 

営業未

払金 
999 

修繕工事

等 
13,992 

法人主要

投資主の

子会社 

三井不動

産ファシ

リティー

ズ株式会

社 

東京都 

中央区 
490 

不動産 

管理業 
― 

建物管理

業務の 

委託 

建物管理

委託報酬 
52,293 

営業未

払金 
15,069 

修繕工事

等 
14,802 

その他賃

貸事業費

用等 

956 
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属性 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

法人主要

投資主の

子会社 

ファース

ト・ファ

シリティ

ーズ・ウ

エスト株

式会社 

大阪府 

大阪市 
200 

不動産 

管理業 
― 

建物管理

業務の 

委託 

建物管理

委託報酬 
7,161 

営業未

払金 
1,286 

修繕工事

等 
192 

その他賃

貸事業費

用等 

118 

法人主要

投資主の

子会社 

印西特定

目的会社 

東京都 

中央区 

853 

 
不動産業 ― ― 

不動産の

購入 
2,303,661 

営業未

払金 
7,528 

法人主要

投資主の

子会社 

久喜特定

目的会社 

東京都 

中央区 

31 

 
不動産業 ― ― 

不動産の

購入 
13,128,185 ― ― 

法人主要

投資主の

子会社 

堺築港八

幡特定目

的会社 

東京都 

中央区 
1,661 不動産業 ― ― 

不動産の

購入 
4,750,582 ― ― 

法人主要

投資主の

子会社 

大黒合同

会社 

東京都 

中央区 
3 不動産業 ― ― 

不動産の

購入 
10,585,606 ― ― 

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

（注２）取引条件の決定方法等 

（１）資産運用報酬額は、本投資法人の規約で定められた条件によっています。 

（２）その他の取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。 

（注３）資産運用報酬額は、個々の不動産等の帳簿価額に算入した物件取得に係る運用報酬188,775千円を含んでいます。 

 

４．役員及び個人主要投資主等 

当期（自 平成28年３月４日  至 平成29年１月31日） 

該当事項はありません。 

 

[資産除去債務に関する注記] 

当期（平成29年１月31日） 

 該当事項はありません。 
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［賃貸等不動産に関する注記］ 

本投資法人は、賃貸収益を得ることを目的として、物流不動産及びインダストリアル不動産を有しています。こ

れら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。 

  （単位:千円） 
 

 
当期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

貸借対照表計上額  

 

期首残高 ― 

期中増減額 75,472,868 

期末残高 75,472,868 

期末時価 78,400,000 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注２）賃貸等不動産の当期増減額のうち、主な増加額は不動産信託受益権９物件の取得（75,510,000千円）によるものであり、主な減

少額は減価償却費（553,488千円）によるものです。 

（注３）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しています。 

 

なお、賃貸等不動産に関する損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。 
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［セグメント情報に関する注記］ 

１．セグメント情報 

本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。 

２．関連情報 

（１）製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しています。 

（２）地域ごとの情報 

① 売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。 

② 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しています。 

（３）主要な顧客ごとの情報 

    （単位:千円） 
 

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名 

株式会社日立物流 （注） 不動産賃貸事業 

サン都市建物株式会社 （注） 不動産賃貸事業 

株式会社ダイワコーポレーション （注） 不動産賃貸事業 

（注）賃料等を開示することについてテナントからの承諾が得られていないため、記載しておりません。 

 

［１口当たり情報に関する注記］ 

 
当期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

１口当たり純資産額 265,449円 

１口当たり当期純利益 
9,017円 

（4,988円） 

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数による加重平均投資口数（123,102口）で除することにより算定しています。また、実

際に運用を開始した日である平成28年８月２日時点を期首とみなして、日数による加重平均投資口数（222,525口）により算出した

１口当たり当期純利益を括弧内に併記しています。なお、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がない

ため記載しておりません。 

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
当期 

自 平成28年３月４日 
至 平成29年１月31日 

当期純利益（千円） 1,110,063 

普通投資主に帰属しない金額（千円） ― 

普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,110,063 

期中平均投資口数（口） 123,102 

 

［重要な後発事象に関する注記］ 

   該当事項はありません。 
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（９）発行済投資口の総口数の増減

本投資法人設立以降の発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は、以下のとおりです。 

年月日 摘要 

発行済投資口の総口数 
（口） 

出資総額（百万円） 
備考 

増減 残高 増減 残高 

平成28年３月４日 私募設立 600 600 300 300 （注1） 

平成28年６月15日 投資口分割 600 1,200 ― 300 （注2） 

平成28年８月１日 公募増資 212,800 214,000 55,445 55,745 （注3） 

平成28年８月29日 第三者割当増資 10,000 224,000 2,605 58,350 （注4） 

（注１）１口当たり発行価格500,000円にて本投資法人が設立されました。 

（注２）平成28年６月15日を効力発生日として、投資口１口につき２口の割合による投資口分割を行いました。 

（注３）１口当たり発行価格270,000円（発行価額260,550円）にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募により新投資口を発行

しました。 

（注４）１口当たり発行価額260,550円にて、大和証券株式会社を割当先とする新投資口の発行を行いました。 
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４．役員の異動

（１）投資法人の役員

当期における役員の異動はありません。

役員の異動については、決定した時点で適時開示します。

 

（２）資産運用会社の役員

当期において、平成28年３月31日付をもって監査役（非常勤）尾崎真一が退任し、平成28年４月１日付で、山中拡が取締

役（非常勤）に、國兼洋一が監査役（非常勤）に就任しています。

また、平成29年３月31日付をもって取締役（投資運用本部長）三宅弘人が退任し、平成29年４月１日付で、柴田雄二が取

締役（投資運用本部長）に就任する予定です。詳細については、平成29年３月16日付プレスリリース「資産運用会社にお

ける取締役の変更予定に関するお知らせ」をご参照ください。

その他の役員の異動については、決定した時点で適時開示します。
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５．参考情報

（１）投資状況 

資産の種類 用途 
エリア区分 

（注１） 

当期 

平成29年1月31日 

保有総額 

（百万円） 

（注２） 

対総資産比率 

（％） 

（注３） 

信託不動産 

（注４） 

物流不動産 

首都エリア 68,782 84.2 

関西エリア 4,489 5.5 

その他エリア ― ― 

小計 73,272 89.7 

インダストリアル不動産 

（注５） 

首都エリア 2,200 2.7 

関西エリア ― ― 

その他エリア ― ― 

小計 2,200 2.7 

信託不動産合計 75,472 92.4 

預金・その他の資産 6,225 7.6 

資産総額 81,698 100.0 

         

     

当期 

平成29年1月31日 

金額 

（百万円） 

対総資産比率 

（％） 

負債総額 22,238 27.2 

純資産総額 59,460 72.8 

（注１）「首都エリア」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県及び茨城県をいい、「関西エリア」とは、大阪

府、京都府、兵庫県、奈良県及び滋賀県をいいます。 

（注２）「保有総額」は貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっており、百万

円未満を切り捨てて記載しています。 

（注３）「対総資産比率」は小数第２位を四捨五入して記載しています。 

（注４）「信託不動産」は、主として不動産を信託する信託の受益権に係る不動産をいいます。 

（注５）「インダストリアル不動産」とは、データセンター、通信施設、研究施設、工場、供給処理施設等の企業

の基盤となる不動産をいいます。 
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（２）投資資産 

①投資有価証券の主要銘柄 

該当事項はありません。 

②投資不動産物件 

本投資法人が保有する不動産信託受益権については、後記「③その他投資資産の主要なもの」に含めて記載

しています。 

③その他投資資産の主要なもの 

（ア）保有資産の概要 

 本投資法人が保有する信託不動産の概要は以下のとおりです。 

 

ａ．ポートフォリオ一覧 

保有資産に係る物件名称、所在地、取得年月日、取得価格、取得価格比率、帳簿価額及び鑑定評価額

は、以下のとおりです。 

区分 
物件

番号 
物件名称 所在地 

取得 

年月日 

取得価格 

（百万円） 

（注１） 

取得価格

比率 

（注２） 

帳簿価格 

（百万円） 

鑑定 

評価額 

（百万円） 

（注３） 

物流 

不動産 

１ 
GLP・MFLP 

市川塩浜（注４） 

千葉県 

市川市 

平成28年 

９月１日 
15,500 20.5 15,523 15,800 

２ MFLP久喜 
埼玉県 

久喜市 

平成28年 

８月２日 
12,500 16.6 12,469 13,200 

３ 
MFLP横浜大黒 

（注４） 

神奈川県 

横浜市 

平成28年 

８月２日 
10,100 13.4 10,082 10,300 

４ MFLP八潮 
埼玉県 

八潮市 

平成28年 

８月２日 
9,650 12.8 9,643 9,990 

５ MFLP厚木 
神奈川県 

愛甲郡 

平成28年 

８月２日 
7,810 10.3 7,806 8,120 

６ MFLP船橋西浦 
千葉県 

船橋市 

平成28年 

８月２日 
6,970 9.2 6,958 7,210 

７ MFLP柏 
千葉県 

柏市 

平成28年 

８月２日 
6,300 8.3 6,299 6,570 

８ MFLP堺（注４） 
大阪府 

堺市 

平成28年 

８月２日 
4,500 6.0 4,489 4,810 

物流不動産合計 73,330 97.1 73,272 76,000 

インダス

トリアル

不動産 

９ MFIP印西（注４） 
千葉県 

印西市 

平成28年 

８月２日 
2,180 2.9 2,200 2,400 

インダストリアル不動産合計 2,180 2.9 2,200 2,400 

合計 75,510 100.0 75,472 78,400 

（注１）「取得価格」は、取得資産に係る各本件売買契約に記載された各信託受益権の売買代金を、百万円未満を切

り捨てて記載しています。なお、売買代金には消費税及び地方消費税並びに取得に要する諸費用を含みませ

ん。 
（注２）「取得価格比率」は、取得価格の合計額に対する各取得資産の取得価格の割合を、小数第２位を四捨五入し

て記載しています。 

（注３）「鑑定評価額」は、平成29年１月31日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された評価額を記載して

います。なお、各取得資産の鑑定評価については、一般財団法人日本不動産研究所、株式会社谷澤総合鑑定
所、大和不動産鑑定株式会社及びシービーアールイー株式会社に委託しています。 

（注４）「GLP・MFLP市川塩浜」、「MFLP横浜大黒」、「MFLP堺」及び「MFIP印西」に係る取得価格、帳簿価格及び

鑑定評価額は、本投資法人が取得した各物件の準共有持分割合（それぞれ50％、50％、20％及び20％）に相当

する数値を記載しています。 
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ｂ．建物等の概要 

保有資産に係る物件名称、物件タイプ、敷地面積、延床面積、建築時期及び築年数は、以下のとおり

です。 

区分 
物件番

号 
物件名称 

物件 

タイプ 

（注１） 

敷地面積 

（㎡） 

（注２） 

延床面積 

（㎡） 

（注２） 

建築時期 

（注３） 

築年数（年） 

（注４） 

物流 

不動産 

１ 

GLP・MFLP 

市川塩浜 

（注５） 

ランプウェイ型 

MFLP 
52,887 

105,019 

（52,509） 

平成26年 

１月14日 
3.0 

２ MFLP久喜 スロープ型 MFLP 35,037 73,153 
平成26年 

７月７日 
2.6 

３ 
MFLP横浜大黒 

（注５） 

ランプウェイ型 

MFLP 
47,974 

100,530 

（50,265） 

平成21年 

４月14日 
7.8 

４ MFLP八潮 ボックス型 MFLP 23,422 40,728 
平成26年 

３月24日 
2.9 

５ MFLP厚木 スロープ型 MFLP 20,522 40,942 
平成27年 

３月13日 
1.9 

６ MFLP船橋西浦 ボックス型 MFLP 15,518 30,947 
平成27年 

２月６日 
2.0 

７ MFLP柏 ボックス型 MFLP 15,484 31,242 
平成27年 

11月30日 
1.2 

８ MFLP堺（注５） 
ランプウェイ型 

MFLP 
57,792 

125,127 

（25,025） 

平成26年 

９月11日 
2.4 

物流不動産合計（注５） 268,639 
547,691 

（344,814） 
- 3.2 

インダス

トリアル

不動産 

９ 
MFIP印西 

（注５） 
データセンター 25,000 

40,478 

（8,095） 

平成26年 

２月28日 
2.9 

インダストリアル不動産合計（注５） 25,000 
40,478 

（8,095） 
- 2.9 

合計（注５） 293,639 
588,170 

（352,910） 
- 3.2 

（注１）「物件タイプ」は、ランプウェイを使用することにより、貨物輸送トラックが２階以上の各フロアに設けら

れたトラックバースに直接アクセスすることが可能な物流施設（以下、「ランプウェイ型MFLP」といいま
す。）に該当する物件には「ランプウェイ型MFLP」と、スロープを使用することにより、貨物輸送トラックが

２階以上の一部のフロアに設けられたトラックバースに直接アクセス可能な物流施設（以下、「スロープ型

MFLP」といいます。）に該当する物件には「スロープ型MFLP」と、貨物輸送トラックが地上階に設けられたト

ラックバースにアクセスし、２階以上のフロアには垂直搬送設備の利用により貨物等を搬送する物流施設（以
下、「ボックス型MFLP」といいます。）に該当する物件には「ボックス型MFLP」と、それぞれ記載していま

す。インダストリアル不動産については、建物の「物件タイプ」には具体的な用途を記載しています。 

（注２）「敷地面積」及び「延床面積」は、各保有資産の土地又は建物に係る登記簿上の表示に基づき、小数点以下

を切り捨てて記載しています。なお、「延床面積」は主たる建物と附属建物の延床面積の合計を記載していま
す。また、主たる建物が複数ある場合には、「延床面積」は、各主たる建物の「延床面積」の合計を記載して

います。 

（注３）「建築時期」は、各保有資産に係る主たる建物の登記簿上の新築年月日を記載しています。なお、主たる建

物が複数ある場合は、登記簿上一番古い年月日を記載しています。 
（注４）「築年数」は、保有資産に係る主たる建物の登記簿上の新築年月から平成29年１月31日までの築年数を、小

数第２位を四捨五入して記載しています。各区分の合計欄及び合計欄は、取得価格に基づく加重平均値を記載

しています。 

（注５）「GLP・MFLP市川塩浜」、「MFLP横浜大黒」、「MFLP堺」及び「MFIP印西」に係る延床面積は、括弧内に本
投資法人が保有している各物件の準共有持分割合（それぞれ50％、50％、20％及び20％）に相当する数値を記

載しています。「延床面積」に係る各区分の合計欄及び合計欄には、各物件の準共有持分を考慮した、各保有

資産の「延床面積」の各区分の合計値又は合計値を括弧内に記載しています。 
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ｃ．不動産鑑定評価書の概要 

保有資産について、本投資法人及び本資産運用会社が、一般財団法人日本不動産研究所、株式会社谷

澤総合鑑定所、大和不動産鑑定株式会社又はシービーアールイー株式会社に鑑定評価を委託し作成された

各不動産鑑定評価書の概要は、以下のとおりです。当該鑑定評価書は、一定時点における評価者たる鑑定

機関の判断と意見であり、その内容の妥当性、正確性及び当該鑑定評価額での取引可能性等を保証するも

のではありません。なお、一般財団法人日本不動産研究所、株式会社谷澤総合鑑定所、大和不動産鑑定株

式会社又はシービーアールイー株式会社と本投資法人及び本資産運用会社との間には、特別の利害関係は

ありません。 

区分 
物件

番号 

信託 

不動産 

(物件名称) 

鑑定機関 価格時点 

鑑定 

評価額 

積算 

価格 
収益価格（百万円） 

(百万円) （百万円) 

直接還

元法に

よる 

価格 

還元 

利回り

(％) 

ＤＣＦ

法によ

る 

価格 

割引率(％) 

最終還

元利回

り(％) 

物流 

不動産 

１ 

GLP・MFLP 

市川塩浜 

（注） 

一般財団法人

日本不動産研

究所 

平成29年 

１月31日 
15,800 13,400 15,850 4.4 15,700 4.1 4.6 

２ 
MFLP 

久喜 

株式会社谷澤

総合鑑定所 

平成29年 

１月31日 
13,200 12,200 13,000 4.9 13,300 

１～３年度 

4.9 

４～８年度 

5.0 

９年度以降 

5.0 

5.1 

３ 

MFLP 

横浜大黒 

（注） 

大和不動産鑑

定株式会社 

平成29年 

１月31日 
10,300 9,900 10,400 4.7 10,200 4.5 4.9 

４ 
MFLP 

八潮 

一般財団法人

日本不動産研

究所 

平成29年 

１月31日 
9,990 9,350 10,100 4.7 9,870 4.4 5.0 

５ 
MFLP 

厚木 

一般財団法人

日本不動産研

究所 

平成29年 

１月31日 
8,120 7,670 8,230 4.8 8,010 4.5 5.2 

６ 
MFLP 

船橋西浦 

一般財団法人

日本不動産研

究所 

平成29年 

１月31日 
7,210 6,640 7,270 4.8 7,150 4.4 5.1 

７ 
MFLP 

柏 

一般財団法人

日本不動産研

究所 

平成29年 

１月31日 
6,570 6,160 6,600 4.7 6,540 4.4 4.9 

８ 

MFLP 

堺 

（注） 

株式会社谷澤

総合鑑定所 

平成29年 

１月31日 
4,810 4,480 4,780 4.8 4,820 

１～３年度 

4.7 

４年度以降 

4.9 

5.0 

物流不動産合計 76,000 69,800 76,230 - 75,590 - - 

インダス

トリアル

不動産 

９ 

MFIP 

印西 

（注） 

シービーアー

ルイー株式会

社 

平成29年 

１月31日 
2,400 1,910 2,380 4.9 2,400 4.6 5.0 

インダストリアル不動産合計 2,400 1,910 2,380 - 2,400 - - 

ポートフォリオ 合計 78,400 71,710 78,610 - 77,990 - - 
 

（注）「GLP・MFLP市川塩浜」、「MFLP横浜大黒」、「MFLP堺」及び「MFIP印西」に係る鑑定評価額、積算価格、直
接還元法による収益価格及びＤＣＦ法による収益価格は、本投資法人が保有している各物件の準共有持分割合

（それぞれ50％、50％、20％及び20％）に相当する数値を記載しています。 
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ｄ．建物状況調査報告書及び地震リスク評価報告書の概要 

保有資産について、本投資法人及び本資産運用会社からの委託に基づき、東京海上日動リスクコンサ

ルティング株式会社により行われた建物状況評価の結果作成された評価結果に係る報告書（建物状況調査

報告書）及び地震リスク分析の結果作成された評価結果に係る報告書（地震リスク評価報告書）の概要

は、以下のとおりです。なお、これらの報告書の内容は、一定時点における調査業者の判断と意見であ

り、その内容の妥当性及び正確性を保証するものではありません。 

 

区分 

 

物件番

号 

物件名称 

建物状況報告書 地震リスク評価報告書 

調査業者 
調査書 

日付 

中長期修繕 

更新費用の 

見積額 

（千円） 

（注１） 

調査業者 
評価書 

日付 

PML値

（％） 

物流 

不動産 

１ 

GLP・MFLP 

市川塩浜 

（注２） 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
220,644 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
1.4 

２ MFLP久喜 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
398,351 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
2.7 

３ 
MFLP横浜大黒 

（注２） 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
370,738 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
1.5 

４ MFLP八潮 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
258,915 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
1.7 

５ MFLP厚木 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
241,488 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
4.4 

６ MFLP船橋西浦 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
184,916 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
3.4 

７ MFLP柏 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
103,923 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
1.9 

８ 
MFLP堺 

（注２） 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
107,842 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
3.5 

小計 1,886,817      

インダストリ

アル不動産 

９ 
MFIP印西 

（注２） 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
73,382 

東京海上日動

リスクコンサ

ルティング株

式会社 

平成28年 

４月 
1.9 

小計 73,382      

合計 1,960,200      
 

（注１）「中長期修繕更新費用」は、調査書日付から起算して12年以内に必要とされる修繕更新費用として建物状
況調査報告書に記載された費用を記載しています。 
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（注２）「GLP・MFLP市川塩浜」、「MFLP横浜大黒」、「MFLP堺」及び「MFIP印西」に係る緊急・短期修繕更新費用

の見積額及び中長期修繕更新費用の見積額は、本投資法人が保有している各物件の準共有持分割合（それぞ
れ50％、50％、20％及び20％）に相当する数値を、千円未満を切り捨てて記載しています。 

 

e．保有資産に係る担保の状況 

該当事項はありません。 

 

（イ）賃貸借の概要 

ａ．賃貸借の概要 

保有資産に係る物件名称、賃貸可能面積、賃貸面積、稼働率、テナント数、主なテナントの名称、年間賃

料、敷金・保証金、平均賃貸借期間及び平均残存賃貸借期間は、以下のとおりです。 

区分 
物件 

番号 
物件名称 

賃貸可能 

面積 

（㎡） 

（注１） 

賃貸面積

（㎡） 

（注２） 

稼働率

（％） 

(注３) 

テナント

数（件） 

（注４） 

主な 

テナントの 

名称 

（注５） 

年間賃料 

（百万円） 

（注６） 

敷金・ 

保証金 

（百万円） 

（注７） 

平均賃貸借 

期間（平均 

残存賃貸借 

期間）（年） 

（注８、９） 

物流 

不動産 

１ 

GLP・MFLP 

市川塩浜 

（注10） 

50,813 50,813 100.0 ５ 
楽天株式会

社 
860 122 

5.4 

(3.2) 

２ MFLP久喜 67,925 67,925 100.0 ３ 
国分首都圏

株式会社 
820 310 

6.9 

(5.2) 

３ 

MFLP 

横浜大黒 

(注10) 

47,929 47,929 100.0 ５ 

アクロスト

ランスポー

ト株式会社 

658 221 
4.2 

(2.6) 

４ MFLP八潮 39,692 39,692 100.0 ２ 

株式会社イ

ー・ロジッ

ト 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

５ MFLP厚木 40,958 40,958 100.0 １ 
サン都市建

物株式会社 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

６ 
MFLP 

船橋西浦 
31,034 31,034 100.0 １ 

株式会社ダ

イワコーポ

レーション 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

７ MFLP柏 31,291 31,291 100.0 １ 
株式会社日

立物流 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

８ 
MFLP堺 

（注10） 
22,429 22,429 100.0 ５ 

非開示 

（注11） 
302 147 

4.8 

(3.0) 

小計（平均） 332,074 332,074 100.0 23 - 
非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

インダス 

トリアル

不動産 

９ MFIP印西 
非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

(注11) 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

小計（平均） 
非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

(注11) 

非開示 

（注11） 
- 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

非開示 

（注11） 

合計（平均） 
非開示 

（注11） 

非開示

（注11） 
100.0 

非開示 

（注11） 
‐ 4,623 1,446 

5.8 

（4.0) 

（注１）「賃貸可能面積」は、平成29年１月31日現在における各保有資産のうち建物に係る各賃貸借契約又は建物

図面等に基づき賃貸が可能と考えられる面積（売店、自動販売機、太陽光発電設備、駐車場に係る賃貸借契

約に記載の賃貸面積は除きます。）の合計を、小数点以下を切り捨てて記載しています。 

（注２）「賃貸面積」は、平成29年１月31日現在における各保有資産のうち建物に係る各賃貸借契約（売店、自動
販売機、太陽光発電設備、駐車場に係る賃貸借契約は除きます。以下、本（イ）において当該建物に係る各

賃貸借契約を「対象賃貸借契約」といいます。）に表示された賃貸面積の合計を、小数点以下を切り捨てて

記載しています。なお、保有資産につきマスターリース契約が締結されている場合には、エンドテナントと

の間で実際に対象賃貸借契約が締結され賃貸が行われている面積の合計を、小数点以下を切り捨てて記載し
ています。なお、賃貸面積は、平成29年１月31日現在で対象賃貸借契約を締結済みであれば、平成29年１月

31日時点で入居・引き渡しがないとしても賃貸が行われているものとして計算しています。 
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（注３）「稼働率」は、平成29年１月31日時点における各物件において締結されている各賃貸借契約上の各信託不

動産に係る建物の賃貸可能面積に対して建物の賃貸面積が占める割合を、小数第2位を四捨五入して記載し
ています。また、小計（平均）欄及び合計（平均）欄の稼働率は、各物件の賃貸可能面積の合計に対して各

物件の賃貸面積の合計が占める割合を、小数第２位を四捨五入して記載しています。 

（注４）「テナント数」は、対象賃貸借契約数の合計を記載しています。なお、当該保有資産につきマスターリー

ス契約が締結されている場合には、エンドテナントの総数を記載しています。但し、保有資産につき同一の
賃借人が複数の対象賃貸借契約を締結している場合には、当該賃借人は１として「テナント数」を算出して

います。 

（注５）「主なテナントの名称」は、対象賃貸借契約に表示された賃貸面積の最も大きいテナントの名称を記載し

ています。 
（注６）「年間賃料」は、対象賃貸借契約に表示された月間賃料を12倍することにより年換算して算出した金額

（複数の賃貸借契約が締結されている場合はその合計額）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。但

し、各対象賃貸借契約に表示された月間賃料（共益費を含みます。）について、期間によって異なる定めが

なされている場合には、同賃貸借契約の平成29年１月分の賃料（共益費を含みます。）を基に算出していま
す。また、同日時点のフリーレント及びレントホリデー（特定の月の賃料の支払を免除することをいいま

す。）は考慮しないものとします。 

（注７）「敷金・保証金」は、対象賃貸借契約に表示された敷金・保証金の残高の合計額（複数の賃貸借契約が締

結されている場合はその合計額）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。但し、各対象賃貸借契約に
表示された敷金・保証金の残高の合計額について、期間によって異なる定めがなされている場合には、同賃

貸借契約の平成29年１月分の敷金・保証金の残高を基に算出しています。 

（注８）「平均賃貸借期間」は、対象賃貸借契約に表示された賃貸借期間を、賃料で加重平均して算出しており、

小数第２位を四捨五入して記載しています。 
（注９）「平均残存賃貸借期間」は、対象賃貸借契約に基づき、平成29年１月31日以後の賃貸借期間の残存期間

を、賃料で加重平均して算出しており、小数第２位を四捨五入して記載しています。 

（注10）「GLP・MFLP市川塩浜」、「MFLP横浜大黒」及び「MFLP堺」に係る賃貸可能面積、賃貸面積、年間賃料及び

敷金・保証金は、本投資法人が保有している各物件の準共有持分割合（それぞれ50％、50％及び20％）に相
当する数値を記載しています。 

（注11）賃借人からの開示の承諾が得られていないため、非開示としています。 

 

ｂ．主要な不動産等の物件に関する情報 

保有資産のうち、当期末現在において、年間賃料がポートフォリオ全体の年間賃料総額の10％以上を

占める不動産は、以下のとおりです。 

物件名称 
年間賃料（百万円） 

（注１、３） 

賃料比率（％） 

（注２） 

GLP・MFLP市川塩浜 860 18.6 

MFLP久喜 820 17.7 

MFLP横浜大黒 658 14.2 

MFLP八潮 非開示（注４） 非開示（注４） 

MFLP厚木 非開示（注４） 非開示（注４） 

合計 3,418 73.9 

（注１）「年間賃料」は、平成29年１月31日現在における各保有資産のうち建物に係る対象賃貸借契約に表示された月間
賃料（共益費を含みます。）を12倍することにより年換算して算出した金額（複数の賃貸借契約が締結されてい

る場合はその合計額）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、当該保有資産につきマスターリース

契約が締結されている場合には、エンドテナントとの間での賃貸借契約に基づき算出し記載しています。但し、

対象賃貸借契約に表示された月間賃料（共益費を含みます。）について、期間によって異なる定めがなされてい
る場合には、同賃貸借契約の平成29年１月分の賃料（共益費を含みます。）を基に算出しています。また、平成

29年１月31日時点のフリーレント及びレントホリデー（特定の月の賃料の支払を免除することをいいます。）

は、考慮しないものとします。 

（注２）「賃料比率」は、当該物件の年間賃料のポートフォリオ全体の年間賃料総額に対する比率であり、小数第２位を
四捨五入して記載しています。 

（注３）「GLP・MFLP市川塩浜」及び「MFLP横浜大黒」に係る年間賃料は、本投資法人が保有している各物件の準共有持

分割合（それぞれ50％及び50％）に相当する数値を記載しています。 

（注４）賃借人から開示の承諾が得られていないため、非開示としています。 

 

ｃ．主要なテナントに関する情報 

保有資産のうち、平成29年１月31日現在において、賃貸面積がポートフォリオ全体の総賃貸面積の

10％以上を占める各テナント（パス・スルー型のマスターリース契約が締結されている場合又は締結する

ことが予定されている資産についてはそのエンドテナントを含み、当該マスターリース契約を締結してい
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る又は締結することが予定されているマスターリース会社を含みません。）に対する賃貸状況は、以下の

とおりです。 

テナント名称 

テナント 

業種 

（注１） 

物件名称 
年間賃料 

（百万円） 

賃料比率 

（％） 

賃貸面積 

（㎡） 

（注２） 

契約満了日 

株式会社日立

物流 

集配利用

運送業 

MFLP久喜 
非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
19,900 

非開示 

（注４） 

MFLP柏 
非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
31,291 

非開示 

（注４） 

小計 
非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
51,192 ‐ 

サン都市建物

株式会社 

貸事務所

業 
MFLP厚木 

非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
40,958 

非開示 

（注４） 

小計 
非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
40,958 ‐ 

株式会社ダイ

ワコーポレー

ション 

倉庫業

（冷蔵倉

庫業を除

きま

す。） 

MFLP横浜大黒 

（注３） 

非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
6,766 

非開示 

（注４） 

MFLP船橋西浦 
非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
31,034 

非開示 

（注４） 

小計 
非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
37,801 ‐ 

国分首都圏株

式会社 

酒類卸売

業 
MFLP久喜 

非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
35,274 

非開示 

（注４） 

小計 
非開示 

（注４） 

非開示 

（注４） 
35,274 ‐ 

（注１）「テナント業種」は、株式会社東京商工リサーチの調査又は総務省日本標準産業分類に基づく業種の区分

に従った賃借人の業種を記載しています。 
（注２）「賃貸面積」は、各主要テナントの平成29年１月31日現在における各保有資産のうち建物に係る対象賃貸

借契約に表示された賃貸面積及びその合計を、小数点以下を切り捨てて記載しています。なお、賃貸面積

は、平成29年１月31日現在で当該賃貸借契約を締結済みであれば、平成29年１月31日時点で入居・引き渡

しがないとしても賃貸が行われているものとして計算しています。 
（注３）「MFLP横浜大黒」に係る賃貸面積については、準共有持分割合（50％）に相当する数値を記載していま

す。 

（注４）賃借人から開示の承諾が得られていないため、非開示としています。 
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（ウ）保有不動産の資本的支出 

ａ．資本的支出の予定 

 本投資法人が保有する不動産及び不動産信託受益権に係る信託不動産に関し、現在計画されている改修等

に伴う資本的支出の予定額のうち主要なものは、次のとおりです。なお、工事予定金額には、結果として、

会計上の費用に区分される部分が発生する場合があります。 

不動産等の名称 所在地 目的 予定時期 

工事予定金額 
（百万円） 
（注） 

総額 
当期 

支払額 

既支払 

総額 

MFLP厚木 神奈川県愛甲郡 
トラック待機ヤード

車止め 

自 平成29年３月 

至 平成29年３月 
1 ― ― 

MFLP横浜大黒 神奈川県横浜市 LED化工事 
自 平成29年５月 

至 平成29年６月 
15 ― ― 

MFLP堺 大阪府堺市 
駐輪場、バイク置き
場の増設 

自 平成29年６月 
至 平成29年６月 

1 ― ― 

MFLP横浜大黒 神奈川県横浜市 LED化工事 
自 平成29年11月 

至 平成29年12月 
15 ― ― 

（注１）「MFLP横浜大黒」及び「MFLP堺」に係る工事予定金額は、本投資法人が保有している各物件の準共有持

分割合（50％及び20％）に相当する数値を記載しています。 

（注２）百万円未満を切り捨てて記載しています。 

 

ｂ．期中の資本的支出 

 本投資法人が保有している不動産等に関して当期の資本的支出は２百万円であり、この他当期営業費用に

区分された修繕費36百万円があります。 

 なお、平成29年１月31日現在の各保有資産に関し、当期に行った資本的支出に該当する１工事１百万円以

上のものはありません。 

 

ｃ．長期修繕計画のために積立てた金銭 

 該当事項はありません。 
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（エ）個別資産の収益状況 

（単位：千円） 

物件番号 １ ２ ３ ４ ５ 

名称 
GLP・MFLP市川塩

浜 
MFLP久喜 MFLP横浜大黒 MFLP八潮 MFLP厚木 

運用期間 
平成28年９月１日 

平成29年１月31日 

平成28年８月２日 

平成29年１月31日 

平成28年８月２日 

平成29年１月31日 

平成28年８月２日 

平成29年１月31日 

平成28年８月２日 

平成29年１月31日 

運用日数 153日 183日 183日 183日 183日 

（A）不動産賃貸事業収益 383,223 462,096 322,790 

非開示 

（注） 

非開示 

（注） 

不動産賃貸事業収入 367,960 433,613 308,382 

その他賃貸事業収入 15,262 28,482 14,407 

（B）不動産賃貸事業費用 39,097 59,241 72,785 

外注委託費 28,418 31,429 30,010 

水道光熱費 9,016 19,638 13,660 

修繕費 609 5,595 27,353 

諸経費 1,052 2,577 1,761 

（C）NOI(=A-B) 344,126 402,854 250,004 287,842 245,394 

（D）減価償却費 67,858 108,441 86,624 63,264 64,412 

（E）不動産賃貸事業損益

(=C-D) 
276,267 294,413 163,379 224,577 180,982 

 

 

物件番号 ６ ７ ８ ９ 

合計 

名称 MFLP船橋西浦 MFLP柏 MFLP堺 MFIP印西 

運用期間 
平成28年８月２日 

平成29年１月31日 

平成28年８月２日 

平成29年１月31日 

平成28年８月２日 

平成29年１月31日 

平成28年８月２日 

平成29年１月31日 

運用日数 183日 183日 183日 183日 

（A）不動産賃貸事業収益 

非開示 

（注） 

非開示 

（注） 

164,276 

非開示 

（注） 

2,383,220 

不動産賃貸事業収入 156,668 2,308,592 

その他賃貸事業収入 7,607 74,627 

（B）不動産賃貸事業費用 19,335 247,585 

外注委託費 11,139 144,243 

水道光熱費 7,311 56,616 

修繕費 192 36,308 

諸経費 691 10,417 

（C）NOI(=A-B) 203,642 189,458 144,941 67,370 2,135,634 

（D）減価償却費 50,945 49,064 43,823 19,051 553,488 

（E）不動産賃貸事業損益

(=C-D) 
152,696 140,393 101,117 48,318 1,582,146 

（注）テナントの承諾が得られていないため開示していません。 
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